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国 民 生 活 基 礎 調 査 【 所 得 票 】
（平成26年７月10日調査）

この調査は、統計法に基づき国が実施する基幹統計調査です。
調査票情報の秘密の保護に万全を期していますので、ありのままを記入してください。

所得や課税等の支出のあった方は、質問１から順に記入してください。

＜記入上の注意＞

・ もし記入方法がわからなかった場合は、調査員が受け取りにうかがったときに
おたずねください。

・ ご自分で記入できない方については、ご家族の方が回答してください。

・ できるだけ黒のボールペンで記入してください。

・ ７月10日以降に調査員があらためておうかがいいたしますので、それまでに
枠の質問について記入してください。

あなたの性・出生年月を記入してください。

性・元号はあてはまる番号１つに○をつけ、出生年月には数字を右づめで
記入してください。

質問１

※ 所得については２ページから、課税等の支出については６ページから記入してください。
1５ページは、世帯主又は世帯を代表する方が記入してください。

性

1 男

2 女

1 明治 3 昭和

2 大正 4 平成

出 生 年 月

年 月

調査員記入欄

号番帯世号番区位単号番区地

秘

・ この調査票は、昨年１年間（平成２５年１月１日～１２月３１日）に何らかの

所得や税金、社会保険料、企業年金・個人年金等の掛金の支出があった方が

１人１冊ずつ、記入してください。

（所得には、アルバイトによる所得や仕送り、年金も含みます。）
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４ページへ- 2 -

働いて得た所得

１年分の所得金額がわからないときは、
１か月の収入の１２倍にボーナス分を加
えるなどして、１年分の金額を計算して
記入してください。

財産による所得

事 業 所 得

億 千 百 十 一

万円
02

農耕・畜産
所　　　得

億 千 百 十 一

万円
03

家 内 労 働
所　　　得

億 千 百 十 一

万円
04

財 産 所 得

億 千 百 十 一

万円
05

昨年１年間に何らかの所得を受け取った場合は、2及び４ページの所得の種類ごとに、
１年分の所得金額を万円単位で記入してください。

所得のなかった方は、6ページへお進みください。

右ページの書類をお持ちの方は参考にしてください。

【金額記入の注意】
・ 万円未満は四捨五入して、万円単位で右づめに記入してください。

（1～4,999円は「０万円」 、5,000～14,999円は「１万円」 ）

・ 生命保険の受取金、退職金、不動産や株の売却代金、宝くじの当せん金などの
一時的なものは含みません。

雇用者所得 万円
01

億 千 百 十 一

勤め先から受け取った給料、賃金、賞与
（ボーナス）を合わせた税込み金額を記入し
てください。アルバイト等による所得も含み
ます。
【参考書類】源泉徴収票［原本又は写し］

給与明細書

事業（農耕・畜産以外）による収入から、
仕入額、従業員に対する給与などの必要経費
を差し引いた所得金額を記入してください。
漁業・林業による所得を含みます。
【参考書類】確定申告書［控］

農業や畜産業による収入（自家消費分を含
む。）から、肥料代、農薬代、家畜・家きん
の購入費、雇い人の賃金などの必要経費を差
し引いた所得金額を記入してください。
【参考書類】確定申告書［控］

注文主からの委託を受けて、品物の製造や
加工等（校正業務やワープロ入力などを含
む。）を行って得た所得から必要な経費を差
し引いた所得金額を記入してください。

家屋や土地を貸すことによって得た所得や、
預貯金、公社債、株式などから得られた利子、
配当金（源泉分離課税分を含む。）の合計額
を記入してください。家や土地の売却代金、
引き出した預貯金、生命保険・損害保険から
の受取金を除きます。
【参考書類】確定申告書［控］

取引口座の通帳、配当金領収書など

あなたは昨年１年間
（平成２５年１月～１２月）

に何らかの所得を受け取り
ましたか。

受け取った所得の種類ごとに
金額を記入してください。

質問２
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源泉分離課税された「利子」「配当」のあった方は、源泉分離課税分を含めた「利子」等も
『財産所得』欄に記入してください。

【注意】

⇒ 平成２５年分の所得税の確定申告書［控］を参考にしてください。

※ この様式は、申告書Ｂ 第一表です。

- 3 -

・事業（営業等）① ⇒『事業所得』欄へ記入

・事業（農 業）② ⇒『農耕・畜産所得』欄へ記入

・不 動 産 ③

利 子 ④ ⇒『財産所得』欄へ記入

配 当 ⑤

※ 申告書Ａでは、配当は③欄になります。

『雇用者所得』欄へ記入
※ 申告書Aでは、給与 欄になります。ア

2 5

確定申告を行った方

⇒ 平成２５年分 給与所得の源泉徴収票［原本又は写し］を参考にしてください。
25

『雇用者所得』欄へ記入

給与所得者の方
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６ページへ- 4 -

公的年金・恩給による所得

仕送りによる所得

公的年金・恩給以外の
社会保障給付金による所得

企業年金・
個人年金等による所得

質問２（つづき）

その他の所得

公的年金・恩給 万円
06

千 百 十 一

雇　用　保　険 万円
07

千 百 十 一

児 童 手 当 等 万円
08

千 百 十 一

そ　の　他　の
社会保障給付金

万円
09

千 百 十 一

仕　　送　　り 万円
10

千 百 十 一

企 業 年 金 ・
個 人 年 金 等

万円
11

千 百 十 一

そ の 他 の 所 得 万円
12

千 百 十 一

国民年金、基礎年金、厚生年金（厚生年金
基金からの年金を含む。）、共済年金、福祉
年金、恩給などからの受取額を記入してくだ
さい。【参考書類】年金振込通知書など

１支払期（２か月）分しか受給額がわか
らないときは、その金額を6倍するなど
して、１年分の金額を記入してください。

生活保護法による扶助、医療保険による傷
病手当金・出産手当金、労働者災害補償保険
などその他法令に基づく支給金の受取額を記
入してください。

雇用保険法の失業等給付の受取額（育児休
業給付、介護休業給付を含む。）を記入して
ください。
【参考書類】雇用保険受給資格者証

児童手当、児童扶養手当、特別児童扶養手
当、児童育成手当などの児童に関する社会保
障給付金の受取額を記入してください。

定期的又は継続的に送られてきた金品の額
を記入してください。品物は、時価に換算し
た額を記入してください。

単身赴任者を送り出している世帯で、単身
赴任者の口座から生活費等として定期的に引
き出している場合は、その金額をこちらの欄
に記入してください。

企業年金、生命保険会社・かんぽ生命・銀
行・証券会社などの個人年金及び年金型商品、
国民年金基金、農業者年金などからの受取額
を記入してください。

厚生年金基金からの年金は、「公的年金・
恩給」に記入してください。

上記以外の冠婚葬祭の金、各種祝い金、せ
ん別、見舞金などの受取額を記入してくださ
い。

退職金、宝くじの当せん金などは含みませ
ん。
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⇒ 雇用保険受給資格者証をお持ちの方は、それを参考にしてください。

【金額記入の注意】
万円未満は四捨五入して、万円単位で右づめに記入してください。

（１～4,999円は「０万円」 、5,000～14,999円は「１万円」 ）

- 5 -

『公的年金・恩給』欄へ記入

※ 平成２５年１年分の金額を記入してください。
年金振込通知書は、１支払期（２か月）分が記入

されています。

平成２５年１月１日～１２月３１日の間に、ア～エの「失業等給付」の支給

を受けた方は、その金額の合計を『雇用保険』欄へ記入してください。

ア 求職者給付 （基本手当、技能習得手当、寄宿手当、傷病手当、高年齢求職者給付金、

特例一時金、日雇労働求職者給付金）

イ 就職促進給付（就業促進手当、移転費、広域求職活動費）

ウ 教育訓練給付

エ 雇用継続給付（高年齢雇用継続給付、育児休業給付、介護休業給付）

⇒ 年金振込通知書を参考にしてください。

『雇用保険』欄へ記入

※ 雇用保険（求職者給付の基本手当の場合）

平成２５年１月１日～１２月３１日の間に、
実際に受給された日数に、基本手当日額を掛けた
金額を記入してください。

公的年金を受給している方

雇用保険を受給している方
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８ページへ

※ 不動産譲渡にかかる所得税は、除いてください。

【参考書類】

＊ 平成２５年分 給与所得の源泉徴収票［原本又は写し］

＊ 年金振込通知書

＊ 平成２５年分の所得税の確定申告書［控］

- 6 -

質問３

あてはまる番号に○をつけ、
１に○をつけた方は金額も記入してください。

平成２５年分の所得税の課税はありましたか。

千 百 十 一

万 千円

千円未満は四捨五入して、千円単位で右づめに記入してください。
（1～499円は「０千円」 、500～1,499円は「１千円」 ）

2 課税なし

1 課税あり

所得税
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源泉徴収税額を

『所得税』欄へ記入

2 4

⇒ 平成２５年分 給与所得の源泉徴収票[原本又は写し]を参考にしてください。

- 7 -

25

⇒ 平成２５年分の所得税の確定申告書［控］を参考にしてください。

所得税額 ＝ 所得税及び復興特別 － 外国税額控除

所得税の額

『所得税』欄へ記入

※ 申告書Aでは、 と の欄になります。

⇒

42

36 37

43

給与所得者の方

⇒ 公的年金から天引きされた方は、年金振込通知書を参考にしてください。

公的年金を受給している方

確定申告を行った方

【金額記入の注意】
千円未満は四捨五入して、千円単位で右づめに記入してください。

（１～499円は「０千円」 、500～1,499円は「１千円」 ）

2 5

『所得税』欄へ記入

※ 平成２５年１年分の金額を記入してください。
年金振込通知書は、１支払期（２か月）分が記入

されています。
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10ページへ

※ 住民税は、道府県（都）民税と市町村（区）民税の合計です。

不動産譲渡にかかる住民税は、除いてください。

【参考書類】

＊ 平成２６年度 給与所得等に係る市町村（区）民税・道府県（都）民税
特別徴収税額の決定・変更通知書

＊ 平成２６年度 市町村（区）民税・道府県（都）民税
税額決定・納税通知書

- 8 -

質問４ 平成２６年度の住民税の課税はありましたか。

千円未満は四捨五入して、千円単位で右づめに記入してください。
（1～499円は「０千円」 、500～1,499円は「１千円」 ）

千 百 十 一

万 千円

あてはまる番号に○をつけ、
１に○をつけた方は金額も記入してください。

2 課税なし

1 課税あり

住民税
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� � � � � � � 円

　　１　市町村民税及び道府県民税決定の��

(1) 円 円
(2)
(3)
(4)
(5)
(6)
(7)
(8)
(9)
(10)
(11)
(12)
(13)
(14)
(15)
(16)
(17)
(18)
(19)
(20)
(21)
(22)
(23)
(24)
(25)
(26)
(27)

(26)-(27) (28)
(29) 円
(30)
(31)
(32)
(33)

　　２　�通徴収の方法によって徴収する額の�納期の納付額及び納期�

円 円 円

円

円

　   平成　　年　　月　　日

　��　市町村民税所得割及び道府県民税所得割の税�等は��にあります。�し�は��をよ�お����さい。

��　１ 　

　　　２

　　　３

　　　４

定する事業所得の金額がないものとして計算した課税標準額及び税額を記載すること。

税　　　　　　　　　　　　額

� � 所 得 金 額
小 計 (2)+(3)+(4)

税額決定
納 税

�
�
�
の
�
�
�

第
�
条
�
係

市町村民税・道府県民税 通知書

第　　　　　　　　　　号
納 税 者

住　　所

平 成　　　　　  　年 度 氏　　名

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 課 税 標 準 額 税 � 道 府 県 民 税

� 通 税
市 町 村 民 税
道 府 県 民 税

市 町 村 民 税 合 計

株式等の譲渡
未 � � 分
上 場 分

長 期 譲 渡
一 � の 譲 渡
� � 住 � 地 等 に 係 る 譲 渡
� 住 用 � � の 譲 渡

�

�

均 等 割

� � 控 除 額

上 場 株 式 等 の 配 当
先 物 取 引

� 用 � の � � � 額 �　　　　�

分 離 課
税 の 所
得 金 額

短 期 譲 渡
９ � � 用 分
５ � � 用 分

小 計 (5)+(6)+(7)+(8)+(9)+(10)+(11)+(12)+(13)+(14)+(15)

(18)-(19)

住 � � 入 金 等 特 別 税 額 控 除 額

(16)-(17)

配 当 控 除 額

(22)-(23)
外 � 税 額 控 除 額 等

(20)-(21)
� � 金 税 額 控 除 額

計
市 町 村 民 税 及 び 道 府 県 民 税 の 合 計 税 額 (1)+(28)

所

得

割

総 所 得 金 額 円

配 当 割 額 又 は 株 式 等 譲 渡 所 得 割 額 の 控 除 額

山 林 所 得 金 額

給 与 か ら 特 別 徴 収 の 方 法 に よ っ て 徴 収 す る 額 の 合 計 額

(24)-(25)

� � 年 金 か ら 特 別 徴 収 の 方 法 に よ っ て 徴 収 す る 額 の 合 計 額

� 通 徴 収 の 方 法 に よ っ て 徴 収 す る 額 の 合 計 額 (29)-(30)-(31)

所得割より控除することができなかった配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除額

期　　　　　別 納 付 額  �33�　に　係　る　充　当　額 充　当　後　納　付　額 納　　　　　　　　　期

第 １ 期 平成   年　月　日から　 　 月  日まで

第 ４ 期 平成   年　月　日から　 　 月  日まで
納　付　場　所

第 ２ 期 平成   年　月　日から　 　 月  日まで

第 ３ 期 平成   年　月　日から　 　 月  日まで

　　年１２月
� � 者 の 名 �

　　年 ２ 月

徴 収 月 � 特 別 徴 収 税 額

　　３　��年金から特別徴収の方法によって徴収する額及び徴収月 　　４　特別徴収を行���年金の��及び��者の名�
徴 収 月 特 別 徴 収 税 額

� � 年 金 の � �
　　年１�月 円      

　あなたの税額を上記のとおり決定したので､地方税法第41条、第31�条の2及び第321条の�の�の規定によって通知します。

�通徴収の方法によって徴収する額については、上記２の�期別�との納付額をそれ�れの納期に納めて��さい。なお、納期�までに税金が�納されないときは、その翌日

から税金�納の日までの期�の日�に��税額（1,000円未満の��があるとき、又はその�額が2,000円未満であるときは、その��金額又は�額を�り�てます。）に

年 14.6 � � � � � （ 納 期 � の 翌 日 か ら １ 月 を 経 過 す る 日 ま で の 期 � に つ い て は 、 年 7.3 � � � � � ） の 割 合 （ 当 該 年 の 前 年 に � 税 特 別

� � 法 第 93 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 告 � さ れ た 割 合 に 年 １ � � � � � の 割 合 を � 算 し た 割 合 （ 以 � � 特 � 基 準 割 合 � と い � 。 ） が 年 7.3 � � � � � の 割 合

に満たない場合には、その年（以��特�基準割合�用年�とい�。）�においては、年14.6�����の割合にあっては当該特�基準割合�用年における特�基準割合に年

�����の割合を�える場合には、年7.3�����の割合）とします。）を��て計算した額の��金を徴収します。この場合における�年の日を��期�について

7.3�����の割合を�算した割合とし、年 7.3�����の割合にあっては当該特�基準割合に年１�����の割合を�算した割合（当該�算した割合が年 7.3

　　年 ４ 月
　　年 ６ 月
　　年 ８ 月

市町村長　　氏　　名　　 　　　 　　　　　　　　　　

も、36�日当たりの割合です。

　��年金から特別徴収の方法によって徴収する額については、��年金の��いの�に、上記４の��年金からその��者が徴収します。

また、あなたが本年度において��年金からの特別徴収の対�者であり、かつ、�年度も引き続き��年金の��を受ける場合は、��年金の��者が�の額を特別徴収

の方法によって徴収することになりますので、地方税法第321条の�の�の規定によって通知します。

　この通知書は、第１号の４�式による納付の告知以外の納付の告知について�用すること。

市町村は、この通知書の��に、市町村民税及び道府県民税の�課の��となった法�及び条�の規定、市町村民税所得割及び道府県民税所得割の税�、

　　年 ４ 月
　　年 ６ 月
　　年 ８ 月

なお、あなたが�年度から引き続き��年金からの特別徴収の対�者である場合は、�年度の通知書において通知した�の額を、特別徴収の方法によって徴収します。

徴 収 月 � 特 別 徴 収 税 額

納期�までに税金を納付しなかった場合において執られる�き��、この通知書の記載事項に不服がある場合における�済の方法�びに特別徴収の方法によって徴収され

ないこととなった額がある場合においては、その額は�通徴収の方法によって徴収されるものであることを記載すること。

繰上徴収の方法により徴収する場合には、�上記２の�期別�との納付額をそれ�れの納期に納めて��さい。�にかえて�地方税法第13条の２第１項の規定により

繰上徴収しますので、上記納期にかか�らず、�納期分を平成　年　月　日までに納めて��さい。�と記載すること。

��用�の���額(15)�の�は、�用�の��による事業所得がある場合において法��第６条第２項又は第５項の規定の�用を受けるときの同条第２項第１

号又は第５項第１号に規定する���額の合計額及び税額を記載すること。この場合において、�総所得金額(2)�の�は、同条第２項第２号又は第５項第２号に規

平成　　　　年　　　　月　　　　日

（摘要）

問合せ先変 更 月 月

12月分 ３月分

変 更 前 税 額 ⑫ ７月分 10月分 １月分 ４月分

地震保険料 所得控除合計② 差引納付額（⑧－⑪－⑨,⑩）
納
付
額

６月分 ９月分

増減額（⑧－⑫） ８月分 11月分 ２月分 ５月分

生命保険料 基 礎 既 納 付 額 ⑪

特

障

未

成

年

者

特

障

他

障

寡

婦

小規模企業共済 扶 養 特

定

同

老

あなたの特別徴収税額を左記のとおり決定（変更）したので､地方税法第41条及び第321条の４（第321条の６）の規定によって通知しま
す。また､この通知書の記載事項に不服がある場合は、この通知書を受け取った日の翌日から起算して60日以内に市（町・村）長に対して
異議申立てをすることができます。この特別徴収税額の決定の取消しを求める訴えは、前記の異議申立てに係る決定の送達を受けた日の翌
日から起算して６ヶ月以内に市（町・村）を被告として（市（町・村）長が被告の代表者となります。）提起することができます。
なお、処分の取消しの訴えは、前記の異議申立てに対する決定を経た後でなければ提起することができないこととされていますが、①異議
申立てがあった日から３ヶ月を経過しても決定がないとき、②処分、処分の執行又は手続きの続行により生ずる著しい損害を避けるため緊
急の必要があるとき、③その他決定を経ないことにつき正当な理由があるときは、決定を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することが
できます。

株式等の譲渡 税額控除額⑤

上場株式等の配当 所 得 割 額 ⑥

所

得

控

除

雑 損 障 ・ 寡 ・ 勤 先 物 取 引 均 等 割 額 ⑦

医 療 費 配 偶 者 特別徴収税額⑧

社会保険料 配偶者特別 繰
越
損
失

控 除 不 足 額 ⑨

　市町村長　　氏　　　名　　　㊞老

人

同

障

特

寡

寡

夫

既 充 当 額 ⑩

給 与 所 得 以 外 の 合 算 山 林 所 得 所 得 割 額 ⑥

利

子

配

当

給

与

雑

譲

渡

･

一

時

課

税

標

準

総所得金額① 分離長期譲渡
道

府

県

税額控除前所得割額④

所

得

給 与 収 入 主 た る 給 与
営

業

等

農

業

不

動

平成　　年度　給与所得等に係る市町村民税・道府県民税　特別徴収税額の決定・変更通知書 （納税義務者用）

税

 
 
 
 
　
　
額

市

町

村

税額控除前所得割額④ 受　給　者　番　号 氏　　　　　　　　名 指　定　番　号

住　　　　　　　　　　　　　　　　所 個　人　番　号

その他の所得計 所 得 区 分 分離短期譲渡 均 等 割 額 ⑦

総 所 得 ③ 税額控除額⑤

本 人 該 当 区 分

勤

労

学

生

扶養親族該当区分控

配

老

配

そ

の

他

他

障

16
歳
未
満

通知書の項目記載例：

⇒ 給与天引き以外に住民税を納めている方は、次の「給与所得者以外の方」を

参考にしてください。

- 9 -

⇒ 平成２６年度 市町村（区）民税・道府県（都）民税税額決定・納税通知書

を参考にしてください。
※ 様式は、各地方公共団体によって異なります。

26

特別徴収税額 を

『住民税』欄へ記入

26

【金額記入の注意】
千円未満は四捨五入して、千円単位で右づめに記入してください。

（１～499円は「０千円」 、500～1,499円は「１千円」 ）

給与所得者の方

給与所得者以外の方

8

記載されている額を

『住民税』欄へ記入

「住民税額計」
「年税額」
「市町村（区）民税及び

道府県（都）民税の合計税額」
「普通徴収と特別徴収の合計額」

平成２６年度 給与所得等に係る市町村（区）民税・道府県（都）民税特別

徴収税額の決定・変更通知書を参考にしてください。
※ 様式は、各地方公共団体によって異なります。

円

平成　　　　年　　　　月　　　　日

問合せ先変 更 月 月

変 更 前 税 額 ⑫ ７月分

合計② 差引納付額（⑧－⑪－⑨,⑩）
納
付
額

６月分

増減額（⑧－⑫） ８月分

礎 既 納 付 額 ⑪

特

障

未

成

年

者

特

障

他

障

寡

婦

養 特

定

同

老

あなたの特別徴収税額を左記のとおり決定（変更）したので､地方税法第41条及び第321条の４（第321条の６）の規定によって通知しま
す。また､この通知書の記載事項に不服がある場合は、この通知書を受け取った日の翌日から起算して60日以内に市（町・村）長に対して
異議申立てをすることができます。この特別徴収税額の決定の取消しを求める訴えは、前記の異議申立てに係る決定の送達を受けた日の翌
日から起算して６ヶ月以内に市（町・村）を被告として（市（町・村）長が被告の代表者となります。）提起することができます。
なお、処分の取消しの訴えは、前記の異議申立てに対する決定を経た後でなければ提起することができないこととされていますが、①異議
申立てがあった日から３ヶ月を経過しても決定がないとき、②処分、処分の執行又は手続きの続行により生ずる著しい損害を避けるため緊
急の必要があるとき、③その他決定を経ないことにつき正当な理由があるときは、決定を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することが
できます。

株式等の譲渡 税額控除額⑤

上場株式等の配当 所 得 割 額 ⑥

・ 勤 先 物 取 引 均 等 割 額 ⑦

偶 者 特別徴収税額⑧

者特別 繰
越
損
失

控 除 不 足 額 ⑨
老

人

同

障

特

寡

寡

夫

既 充 当 額 ⑩

外 の 合 算 山 林 所 得 所 得 割 額 ⑥

利

子

配

当

給

与

雑

譲

渡

･

一

時

課

税

標

準

総所得金額① 分離長期譲渡
道

府

県

税額控除前所得割額④

た る 給 与
営

業

等

農

業

不

動

平成　　年度　給与所得等に係る市町村民税・道府県民税　特別徴収税額の決定・変更通知書 （納税義務者用）

税

 
 
 
 
　
　
額

市

町

村

税額控除前所得割額④ 受　給　者　番　号

得 区 分 分離短期譲渡 均 等 割 額 ⑦

総 所 得 ③ 税額控除額⑤

本 人 該 当 区 分

勤

労

学

生

扶養親族該当区分控

配

老

配

そ

の

他

他

障

16
歳
未
満

- 9 -
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医療保険
(短期掛金)

万 千円

年金保険
(長期掛金)

万 千円

介護保険 万 千円

雇用保険 万 千円

内 訳

●支払った保険料の内訳を記入してください。

千 百 十 一

千 百 十 一

千 百 十 一

千 百 十 一

記入のしかたは、12 ページの【『支払った保険料の
内訳』の記入のしかた】より「給与所得者の方」又は
「給与所得者以外の方」から選んで記入してください。

14ページへ
- 10 -

質問５ 平成２５年分の社会保険料の支払いはありましたか。

医療保険（短期掛金）・年金保険（長期掛金）・介護保険・雇用保険の
うち、ひとつでも支払いのあったときには、１に○をつけ、支払った金
額も記入してください。ひとつも支払いがなかったときには、２に○を
つけてください。

※ 保険料は、実際に支払った方が記入してください。

社会保険料の総額

千 百 十 一

万 千円

●昨年１年間に支払った社会保険料の総額を記入してください。

千円未満は四捨五入して、
千円単位で右づめに記入
してください。

記入のしかたは、11ページの【『社会保険料の総額』の記入のしかた】より、

「給与所得者の方」又は「給与所得者以外の方」から選んで記入してください。

1 支払いあり 支払いのない方は、
14ページにお進み
ください。

2 支払いなし

千円未満は四捨五入して、千円単位で右づめに記入してください。
（1～499円は「０千円」 、500～1,499円は「１千円」 ）

01

02

03

04

05

- 10 -
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- 11 -

昨年、年の途中で支払い方法を変更された方（例：納付書から給与天引きに変更）は、それぞれ
で支払った保険料の合計を記入してください。

【注意】

下の書類をお持ちですか。複数お持
ちの方は１つを選んでください。

下の書類をお持ちですか。複数お持
ちの方は１つを選んでください。

確定申告書［控］

⇒

源泉徴収票［原本又は写し］

⇒

住民税の納税通知書
⇒ 所得控除欄の「社会保険料」住民税の納税通知書

⇒ 所得控除欄の「社会保険料」

確定申告書［控］

⇒

持っていない方
⇒ 12ページに進み、【『支払った保険

料の内訳』の記入のしかた】を参考に、
内訳を計算してから、内訳の合計を総
額に記入してください。

⇒ 平成２５年分 給与所得の源泉徴収票［原本又は写し］を参考にしてください。

『社会保険料の総額』
欄へ記入

【『社会保険料の総額』の記 入 の し か た 】

持っていない方
⇒ 12ページに進み、【『支払った保険

料の内訳』の記入のしかた】を参考に、
内訳を計算してから、内訳の合計を総
額に記入してください

25

2 5

給与所得者の方 給与所得者以外の方

参考資料① 給与所得者の方

参考資料② 給与所得者の方 給与所得者以外の方

参考資料①

参考資料②

参考資料②

⇒ 平成２５年分の所得税の確定申告書［控］を参考にしてください。

【金額記入の注意】
千円未満は四捨五入して、千円単位で右づめ

に記入してください。
（１～499円は「０千円」 、

500～1,499円は「１千円」 ）

『社会保険料の総額』欄へ記入
※ 申告書Ａでは、⑥欄になります。

- 11 -
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10ページの『社会保険料の総
額』を記入していない方

⇒

10ページの『社会保険料の総
額』を記入した方

⇒

- 12 -

保険料は、どのような方法で
納付されましたか。

口座振替 又は 納付書（普通徴収）で
納付された方

⇒ 納入（税）通知書又は各納付書から、
国民健康保険料（税）、国民年金保険
料、介護保険料の１年分の金額を記入
してください。

公的年金から天引き（特別徴収）で納
付された方

⇒

年金振込通知書等から、医療保険
料、介護保険料の１年分の金額を計
算してください。

・昨年、年の途中で支払い方法を変更された方（例：納付書から給与天引きに変更）は、それぞれで支払
った保険料の合計を記入してください。

・40歳以上の方で、医療保険と介護保険の区別ができない場合は、医療保険にまとめて記入してください。

・「厚生年金基金」の支払いは年金保険に含めますが、「国民年金基金」、「農業者年金」の支払いは、
１4ページの質問７「企業年金・個人年金等」に含めてください。

【注意】

給与所得者の方 給与所得者以外の方

【『支払った保険料の内訳』の記 入 の し か た 】

参考資料③ 給与所得者以外の方

参考資料③

計算式Ａ

計算式Ｂ

１年分を持っている方
⇒ 月々（ボーナス分を含む。）の給

与明細書から、社会保険料の種類ご
とに１年分の金額を合計して記入し
てください。

給与明細書をお持ちですか。

給与から天引きされていない方は、
右の「給与所得者以外の方」から選んでください。

以下のいずれかが印字
「国保保険料（税）額」
「後期高齢者医療保険料額」
「*************」

・介護保険料額

⇒『介護保険』欄へ記入

・国保保険料（税）額 又は
後期高齢者医療保険料額

⇒ 『医療保険(短期掛金)』欄へ記入
※ 平成２５年１年分の金額を記入してください。

年金振込通知書は、１支払期（２か月）分が記
入されています。

- 12 -
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①

- 13 -

＝

＝

＝

＝

÷ 千円 ＝ （６）

医療保険
(短期掛金)

円02

年金保険
(長期掛金)

円03

介護保険 円04

雇用保険 円05

円 × (６)

(4)１か月分の
雇用保険料

(3)１か月分の
介護保険料

（短期掛金）

(1)１か月分の
医療保険料

（長期掛金）

(2)１か月分の
年金保険料 円 × (６)

円 × (６)

円 × (６)

給与明細書から転記

計算式Ａ 『社会保険料の総額』を記入した方

計算式Ｂ 『社会保険料の総額』を記入していない方

給与の月数
（回数）

回 ＋ ボーナス月数

（１年分のボーナスが給与の
何か月に相当するか）

回 ＝（1）

円 × (１)

(５)１か月分の
雇用保険料

(４)１か月分の
介護保険料

給与明細書から転記

（短期掛金）

(２)１か月分の
医療保険料

（長期掛金）

(３)１か月分の
年金保険料 円 × (１)

円 × (１)

円 × (１)

＝
医療保険
(短期掛金) 円02

＝

＝

＝

年金保険
(長期掛金)

円
03

介護保険 円04

雇用保険 円
05

※ 10ページの『 01 社会保険料の総額』 欄へ

忘れずに記入してください。

計算した『02 医療保険（短期掛金）』から『05 雇用保険』の合計を千円単位で記入

社会保険料
の総額 千円01

(1)～(４)を合計し、
千円未満は四捨五入

小数点第２位
を四捨五入

小数点第２位
を四捨五入

②

①

②

③

社会保険料
の総額

千円
01

(5)『社会保険料の総額』
※10ページに記入した額と同じ金額

- 13 -
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※ 個人所有の土地・家屋（事業関係分は除く。）に対する税額です。
土地・家屋の名義人か否かにかかわらず、実際に支払った方が記入してください。

【参考書類】平成２５年度 固定資産税・都市計画税通知書

※ 掛金は、実際に支払った方が記入してください。

【企業年金の例】確定給付企業年金・確定拠出年金（企業型）などの本人拠出分

【個人年金の例】生命保険会社・かんぽ生命・銀行・証券会社などの個人年金や年金型商品

【そ の 他】国民年金基金、農業者年金、確定拠出年金（個人型）
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質問６ 平成２５年度の固定資産税の課税はありましたか。

千 百 十 一

万 千円

あてはまる番号に○をつけ、
１に○をつけた方は金額も記入してください。

2 課税なし

1 課税あり

固定資産税

千円未満は四捨五入して、千円単位で右づめに記入してください。
（1～499円は「０千円」 、500～1,499円は「１千円」 ）

質問７ 平成２５年分の企業年金・個人年金等の掛金を
支払いましたか。

千 百 十 一

万 千円

あてはまる番号に○をつけ、
１に○をつけた方は金額も記入してください。

2 支払いなし

1 支払いあり

企業年金・個人年金等

千円未満は四捨五入して、千円単位で右づめに記入してください。
（1～499円は「０千円」 、500～1,499円は「１千円」 ）
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質問８ 現在の暮らしの状況を総合的にみて、どう感じていますか。

- 15 -

あてはまる番号１つに○をつけてください。

ご 記 入 あ り が と う ご ざ い ま し た 。

4 ややゆとりがある

5 大変ゆとりがある

3 普 通

2 やや苦しい

1 大変苦しい

世帯主 又は 世帯を代表する方 は
引きつづき下の 質問８ にもお答えください。
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